
 

平成２８年度 発達障害に関する教職員等の理解啓発・専門性向上事業 

（通級による指導担当教員等専門性充実事業） 

成果報告書（概要版） 

実施機関名（三重県教育委員会） 

 

1．テーマ 

・通級による指導担当教員等について、発達障害のある児童生徒への指導・支援

に係る専門性の向上と人材育成を目指した研修を実施し、地域の特別支援学校

と連携して支援体制を整備する 

 

2．問題意識・提案背景 

通級による指導は、通常の学級に在籍している特別な支援を必要とする児童生

徒にとって重要な役割を果たす教育形態である。三重県では、県内小中学校に 60

（平成 27年 5月 1日現在）の通級指導教室を設置し、言語面の改善やソーシャル

スキルの習得等の指導を行うことで効果をあげている。このような状況の中、本

人・保護者等からの通級による指導へのニーズは高まっている。通級による指導

担当教員については、対象となる児童生徒一人ひとりの実態を的確に把握するた

めのアセスメントの力、最適な指導方法を選択・実践できる力、対象となる児童

生徒が通常の学級で過ごすための合理的配慮を提示できる力等が求められる。し

かし、本県においては、通級による指導担当教員は比較的経験年数が浅い者が多

く、発達障害支援に係る専門性の向上が急務となっている。 

また、通級による指導担当教員と特別支援学校の教員とが連携した支援体制を

整備していくことが、地域の発達障害支援に有効につながると考えられる。 

 

3．目的・目標 

（1）研修体制の整備 

・通級による指導担当教員の専門性の向上や新たに通級による指導を担当する教

員の育成を図るため研修講座を開催する。 

「育成研修講座」 

通級による指導担当教員（経験年数３年未満）と新たに通級による指導を担当

する教員を対象とした育成研修講座。通級指導教室の基礎・基本等を学ぶ。 

「専門研修講座」 

通級による指導担当教員等（経験年数によらず）を対象とした専門研修講座。

指導者として身に付けておくべき資質の向上を目指し、さまざまな指導方法等に

ついて学ぶ。 

「支援体制に係る研修（エリア研修講座）」 

県内を５つの地域に分け、通級による指導担当教員等と特別支援学校の特別支

援教育コーディネーターが各地域の発達障害支援体制の整備等について協議す

る。 

「発達障害支援専門研修」 

通級による指導担当教員等と特別支援学校の特別支援教育コーディネーターを



対象とした合同研修を開催し、県内の発達障害支援体制を整備する 

（2）モデル地域による指導・支援の実践事例の蓄積  

・亀山市立関小学校を拠点校に指定し、通級指導教室と通常の学級が連携して行

う指導と支援の実践事例等を蓄積する。取組内容は、年度末に実践報告会を開

催することにより、県内の通級による指導の充実につなげる。 

 

4．主な成果 

（1）研修体制の整備 

・当初の計画通り年間 10回の研修講座を開催することができた。 

・「育成研修講座」は、経験年数の浅い担当教員と通級による指導が未経験の教員

を対象とし、担当者が直面する課題や疑問に応えることができた。 

・「専門研修講座」では、通級指導の経験が豊富で、実績のある著名な講師から直

接その指導方法を学ぶことができた。受講満足度も各回９０％以上の高い結果

となっており、受講者の専門性を高めることにつながった。 

・「支援体制に係る研修（エリア研修講座）」と「発達障害支援専門研修」の開催

は、小中学校の通級指導担当教員と特別支援学校のコーディネーターが情報交

換と意見交換を行い、今後各地域の発達障害支援体制の整備について連携する

足掛かりとなった。 

（2）モデル地域の拠点校の取組 

・ モデル地域である亀山市では、定期的に通級指導専門性充実検討会議を開催（年

間８回）し、有識者等からの指導・助言を受けて研究を進めた。その結果、評

価の方法や通常の学級との連携等についての実践事例を蓄積することができ、

通級指導教室相互の情報交換や指導法の交流など、スキルアップにつなげるこ

とができた。 

・亀山市の福祉機関で発達相談の総合窓口である「子ども支援室」と通級指導教

室とが日常的に連携を密にし、支援の必要な子供について定期的に検討できる

システムを整えることができた。 

 

5．通級による指導における専門性のポイント 

（1）通級による指導の専門性として求められる力 

・対象となる児童生徒一人ひとりの実態を的確に把握するためのアセスメントの

力。 

・最適な指導方法を選択・実践できる力。 

・対象となる児童生徒が通常の学級で過ごすための合理的配慮を提示できる力。 

（2）研修体制構築のポイント 

・担当として経験年数の浅い教員を対象とした講座と、一定の経験がある教員を

対象とした講座が開設されるよう考慮した。 

・講座受講者のニーズを聞き取った上で、言語指導に係る内容とＬＤ・ＡＤＨＤ

の指導に係る内容を偏りがないように年間の講座内容を計画した。 

・発達障害支援について、小中学校の教員と特別支援学校の教員がともに学び、

意見交換できる機会を設定した。 



6．拠点校における取組概要 

（1）通級による指導開始時における目標の設定及び適切な評価の在り方の研究 

亀山市の福祉機関で発達相談の総合窓口である「子ども支援室」と連携し、支

援の必要な子供について学校と福祉機関が定期的に検討できるシステムを整え

た。通級指導教室の開始にあたっては、通級による指導担当者や「子ども支援室」

が学校訪問で児童の行動観察を行い、指導開始時の適切な目標の設定ができるよ

うに連携を図った。指導目標及び指導内容の評価についても「子ども支援室」と

協議しながらＰＤＣＡサイクルで点検と見直しを行い、より児童の実態やニーズ

に合った指導を行える体制を整えた。 

 

（2）通級による指導の担当教員が通常の学級の担任との連携を深化させるための

専門性の在り方の研究 

通級による指導開始後は、担当教員と通常の学級の担任とが対象児童の支援の

方法等について共通理解を行い、２冊の連絡ファイルを活用して、指導の度に児

童の様子を学級担任、保護者と共有した。また、対象児童が在籍する通常の学級

での教科授業や学級集団づくり等について担当教員から助言を行うなどした。通

常の学級の担任とは、通級指導教室と在籍学級において共通した支援内容となる

よう検討し、定期的（各学期）に評価を行った。 

 その他、校内の全ての教員が発達障害に対する理解を深め、その専門性を高め

られるよう校内体制の整備を行った。 

＜校内体制整備のポイント＞ 

  ・職員会議、研修会等の全体の場で、全職員で通級による指導の対象児童に

ついての共通理解を図る。 

  ・特別支援教育コーディネーターと日常的な情報交換、打ち合わせの機会の

確保。 

  ・特別支援教育推進委員会（校内委員会）の活性化。 

  ・インクルーシブ教育を意識した学校生活におけるルールの統一化（児童会

の活動とリンクさせた取組）。 

  ・特別支援教育や発達障害支援に関する教員への資料配付（毎週１回）。 

  ・授業改善(ＵＤの授業、亀山版学習スタイル）の取組。 

 

（3）発達障害による学習上又は生活上の困難の改善・克服を目的とする指導方法

の研究 

定期的に通級指導専門性充実検討会議（年間８回）を開催し、有識者による指

導場面の見学と助言を受けた。会議には市内の通級による指導担当者が全員参加

し、実践事例の蓄積と有効な支援方法等を共有することで担当者のスキルアップ

につながった。  

 

7．今後の課題と対応 

（1）本県の実態として、通級による指導の経験年数が浅い担当者の割合が高く、

どの教室においても同質の発達障害支援が提供できるよう、引き続き研修を



行い、新たな人材の育成を含めて研修を深める必要がある。さらに、担当者

が通常の学級で行う特別支援教育について各学校に対し助言していける体制

を整えていく必要がある。 

（2）県内には、言語障害、発達障害、難聴を対象とした通級指導教室が設置され

ており、それぞれの障害種や受講者のニーズに応じた講座の開設が必要であ

る。 

（3）通級指導教室が設置されていない学校への支援として、他校通級や特別支援

学校による地域支援など、各エリア内の支援体制を充実させる必要があるた

め、今後も市町教育委員会・特別支援学校と連携して広域的な発達障害支援

体制の整備を進める必要がある。 

（4）平成２９年度に三重県立子ども心身発達医療センター（以下、「医療センタ

ー」という。）が開設される。これに伴い、三重県立かがやき特別支援学校が

医療センターに併設して開校する。今後の発達障害支援については、医療と

教育が一層連携を深め、県立かがやき特別支援学校が県内の発達障害支援の

拠点としての機能を発揮するよう体制整備を進めていく。 

 

8．拠点校について 

（小学校） 

拠点校名：亀山市立関小学校 

 第１学年 第２学年 第３学年 第４学年 第５学年 第６学年 

 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 

通常の学級 ３５ １ ３７ ２ ４２ ２ ４２   ２ ５２ ２ ３９ ２ 

特別支援学級 １  ６  ２  ２    １  ３  

通級による指導 

（対象者数） 
（他校生） 

１ 

（１） 

 ２  ３ 

（１） 

 ２  ４ 

（２） 

 １ 

（１） 

 

 校長 教頭 教諭 養護教諭 講師 ALT 事務職員 
特別支

援教育

支援員 

スクールカウンセラー その他 計 

教職員数  1  1 １６  1 ７  １  １ ５ １ １ ３５ 

※特別支援学級の対象としている障害種：知的・自情・肢体 

※通級による指導の対象としている障害種：ＬＤ・ＡＤＨＤ 

 

9．問い合わせ先 

組織名：三重県教育委員会  

（1）担当部署 特別支援教育課 

（2）所在地 三重県津市広明町１３番地 

（3）電話番号 ０５９－２２４－２９６１ 

（4）FAX番号 ０５９－２２４－３０２３ 

（5）メールアドレス shienkyo@pref.mie.jp 

 


